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抄録: 本研究では，都市居住持家勤労者階層の「住生活を営むために必要な費用」を，当階層の「住

屑費」と定め，その支出行動の特性を明らかにすることを目的としている O

上記目的達成のため住居費 (Y)J と，その支出の意思決定に関与すると考えられる諸要凶との聞

に， Y = f (xi， zj)の関数関係を仮定し，重回帰分析を行ったo Xlは，社会経済的要因(所得・世帯・

住宅関連)で， zjは，家計費支出要因である。当報では， xiを制御変数と見倣し，特に zjとの関係の

分析に留意した。

この結果，当階層は，勤労者としては高所得層に属するにも係わらず，土地・住宅の借金返済負担が

大きく，そのため，教養・娯楽費や“他の消費支出"など，不急の財への支出が切り捨てられ，さらに，

日常生活をする上での必需財・準必需財への支出が住居費」支出と競合関係になっていることが明

らかにされた。

索引語: 消費者行動，住居費，重回帰分析，持家，勤労者階層

Abstract: The purpose of this study was to determine the “housing expense" portion of 

“necessary living expenses" of the urban home-owning working class， and to clarify the char-

acteristics of this spending behavior 

A functional relation Y=f (xi， zj) was postulated between “housing expense (y) " and the 

various factors that are assumed to play a role in the conscious decision to spend， and multi-

ple regression analysis was performed. xi represents socio-economic factors pertaining to in-

come， household and housing， and zj represents expenditure factors related to household fi-

nance. In this study， xi was regarded as a control variable and， in particular， the analysis of 

its relationship to zj was taken into consideration 

We found that this social class， in spite of belonging to the more highly paid strata of the 

working class， had a heavy burden of land and housing loan repayment. Because of this， mem-
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bers of this group reduced expenditure for secondary wants， such as education， entertainment， 

and “other expenditures." Moreover， it was found that expenditures for necessities and semi-

necessities for daily living were in conflict with “housing expense" expenditure 

key words: consumers' behavior， housing expense， multiple regression analysis， own-

ed house， working class 

1.はじめに

本研究では，都市居住持家勤労者層に焦点を合わせ，この階層の「住生活を営むための費用」

(=持家家計の住居費当量，以降「住居費J と省記する口)の支出行動について，その特性を明ら

かにすることを目的にしている。

上記の目的を達成するために，これまで，既報J)2)において持家家計の「住居費」の計測を試み，

その'性格分析を行った。ここでは，これらの成果を基礎にして，持家家計の「住居費」の支出行

動を，特に，各家計費支出との関係を検討することで明らかにしようとするものである。

そもそも今日の住居費研究は， 19世紀半ばに， E. Engelによって形を整えられた庶民家計を

対象とした生計費研究にあると考えてよい。彼は，“ベルギー労働者家族の生活費"3)の中で，

現在でも有効に機能している“エンゲル係数"の概念を含む「エンゲ、ルの法則」を発見している

が，その中で「住居費J支出に関する法則にも言及している o Engelの研究は，その後， Allen 

& Bowley4) -8)など等により，エンゲル関数 (EngelFunction) として再整理を重ね今日に至って

いるO 家計費研究の特性として，研究対象は，低・あるいは，中所得層に傾斜するが，それらの

階層でもっとも重要視されるのは 命をつなぐ食料費であり生活必需財に支払われる生計費で

あった。住居費は，生計費の中で，必需性は強いものの食料費の必需性にははるかに及ばない。

従って，このような性格を持つ住居費研究が， Schwabe9)などにみられるような生計費研究の中

心で扱われることは，大変稀10)で，大抵の場合，食料費を検討した後，付属的に注意が向けら

れるか，特に重要視された場合でも，必需性の高い食料費との関係で検討されるというのが，こ

れまでの住居費研究の一般的スタンスであった。

わが国の家計費研究は，明治30年代(1897-)より発達した日本の資本制生産体制のもとで台

頭してきた都市の労働者階層の生活水準を検討する目的で，主として当時の経済畑の研究者によ

りなされてきている D 一方，わが国の家計費中の住居費の研究は11) 大正末期(1920年代末)， 

Schwabeの研究が紹介12)された後 はじめは，経済学畑の研究者に13) 次いで，工学・建築学

関係者により注目されるようになっている。特に後者は，第二次大戦後，焦土化したわが国での

深刻な住宅問題に対処するためのものである14)ー 21)など。国民の最低住宅水準を確保し，その向

上に努力することが，戦後，特に住宅問題研究者の社会的課題となり，家計の住宅取得能力にま

で深く係わってゆく結果になったものと判断される O 従って，工学出身者が，このような経済学

畑の領域に独自の領域を耕して来ているという状況は，わが国の歴史的特性と理解してよい。こ

こで，彼等の研究のスタイルを要約すると，主として都市の低所得層に適切な居住水準を供給す

るため，低所得家計の住居費支出能力および，その支出行動の特性を， E. Engel以来の経済学

畑での方法論を利用して明らかにするよう努力しているということであるO 研究の主眼は住居費

にあるが，家計費支出行動の中で，より緊急性の高い食料費等，他の家計費との関係も視野に入

れた取扱いをしている口研究の深め方に個人差はあるものの，従来住居費を検討する際にとられ
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ていた基本的スタンスは引き継がれている O また，例えば，谷重雄氏は，彼の論文17)で“あ

る所得水準以下になると，エンゲル係数(l!Pち，食料費)の圧迫により，住居費支出が減少する"

という支出行動に言及している O また，下総薫氏は20) 低所得借家層で，家族人数の増大が，

やはり住居費支出の減少を招来することを示している O この表現は，上記谷氏の場合と若干異な

るが，本質的には，同種の理論パターンで理解することができる O 即ち，家族人数の増大は，家

計支出面では，まず食料費の増大となって現れ，その後，所得の限定されている低所得層では，

住居費支出への配分を減少させる結果になる，というものである D

また，既往の論文では，食料費の他，他の家計費についても考慮しているものも多いが，研究

の流れを変えるような性格のものではない。

高度経済成長政策が採られた1960年代以降，わが国の持家志向は著しく，借家家賃を中心とす

る伝統的な住居費研究そのものが姿を消してしまったが，それまでの，わが国に於ける住居費研

究の範囲を大ざっぱなものではあるが，エンゲル関数として一般式で示すと，次式①のようにま

とめることカfできょう。

e = f (Xj， X2， n) ① 

ただし e 家賃を中心とする住居費

Xl 家計の所得

X2 :食料費支出

n 家族規模

ところで，筆者の検討によれば22)，23)など 時系列的傾向として，家賃・地代支出の所得弾力

性係数は，下落傾向にある O 特に，都市勤労者階層を対象とする家計調査年報からの試算では23)

家賃・地代の所得弾力性係数は，負値を示し，オイルショックのあった1978，'79年を境に，その

傾向は顕著である O

家賃・地代の所得弾力性係数が負値となることや，それがここ20年来その傾向を強めているこ

とについては，従来の借家家計のみの住居費研究では理解できなし~強い持家志向が認められる

社会にあっては，家賃・地代支出は，代替財としての持家への支出を考慮する必要があり，この

時代，借家は，家計にとって劣等財となっているという新しい視点を加える必要がある。即ち，

近年わが国では，高所得層になると，家計は“より良い借家に移り住む"よりも“持家に転出す

る"行動を選ぶことを念頭に置かなければならない。

現在の家計の住居費支出の状況は，相対的に低い低所得層においても，家賃支出で代表される

といった単純な内容ではなく，変動する社会経済的事情を背景に，持家取得や，その借金の返済

等を考慮せざるを得ぬ時代にはいっている O また 政策レベルでも，特に都市勤労者家計に対す

る住宅政策では，アフオーダブル住宅の，直接・間接の供給計画案等が必要とされてきており 24) 

25)など，家賃補助，住宅手当，持家取得補助制度等の各施策が，総合的に検討・模索されつつあ

る口しかしながら，現在家計への所得補助的・価格抑制的性格を持つこれらの政策が，政策の受

け入れ母体である各家計の「住居費」支出行動に，具体的にどのようなインパクトを与えうるの

か，家計に視点を据えた検討は理論的にも実証的にも等閑視されたままである O 国民の住宅取得

能力をベースにした住宅政策を構築してゆくためにも，持家，借家を問わず「家計が住生活を経

営するために必要な支出J r住居費」の支出行動・消費行動の解明・把握が，是非必要である。

当小論では，持家家計を対象に，その「住居費」の支出行動の特性を明らかにしようとしてい
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るが，目的達成の手法として，消費関数の考え方を利用した口

まず，家計の支出行動を次式②のように仮定する O

Y = f (xi， zj)一一②
ただし， Y 持家の住居費当量

xi r住居費」支出に有意に係わる社会経済的要因， X1 ，所得要因， X2-6'世帯要因，

X7-10 ，住宅要肉，

zj 家計費の各費目への支出 zト 12，消費支出， Z13~ 11 ，非消費支出， Zlト 17，実支

出以外の支出，とする。

②式は，既報2)で検討した「住居費」支出に有意に係わると判断される社会経済的要肉 xiを，

補助変数26)として導入しこれらによる変数Yのちらばりを除去ないし最小にした各家計費支

出との関係分析を行い，その結果を通して，当対象の「住居費」支出行動を検討・考察した。検

討・考察の中心は， zjの動きである O

上記②の関数のモデル式として，③式を想定した。

log Y = a 十三 bilog xi十三 cjlog zj-③ 

ただし， y， xi， zjは，②式に準ずる。

a， b， c は，パラメータ i=1~3 ， j=1~17o 

パラメーターの推定は，最小二乗法による O

2.持家家計の「住居費」支出行動について

1 )経験データの収集と整理

今回の目的を達成するため，大阪市近郊地医の戦後開発された良質住宅団地の持家家計で，

カ月，毎日記帳する形で家計調査を行った口調査時期，調査地等は，既報1)・表 3，図 4に示す

表 1 家計調査内訳

出向一一
同 の1ヶ月間

B 収入

4J{ 入 項 目 月間合計

世帯主 . .t常収入

~J{ 入 臨噺又入

他の家族 経常収入

員の収入 臨瑚E入

事業・内職収入

その他の実収入

生剖-費のための借入金

上地・家屋借入金

有価証券・財産売却

注1) *はl日5大苅朗自分類で去る。

i主2) 消費刻汁掛由貿刻~=実支出

注3) 実荒凶ユ外の支出にはこのほ仇

貯金や月賦内支払などがあるカt今個lム

揖&>ものに限定した.

C 菊 l費克II

支出項目 Zj 第1日目

食 事ヰ 費 1

自|地代家賃 2i自
設協秘書・創齢 3 

家具・家事用品 4

w .2 道 料与
「一・一3一

書長 費 6
.4 被服および履物 7

支 保健医療費 8

交通過信費 9

出
教 育 費 10 

教養娯楽費 11 

-ち その他の消崎支出 ロ
4~1(摘 税金・社会保険料 13 
支出 生命保険等掛金 14 

実却II 卦麟護措入金婚斉 15 
日却の その他m借入金遁斉 16 
支出 有価00券.J!幌国車入 17 
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とおりである。当調査は，既報1)2)で用いた調査に追加する形で，同一対象家計で行われた。家

計調査項目は，所得に関する 9項目，支出項目17項目(消費支出12項目，非消費支出 2項目，実

支出以外の支出 3項目)であるO 表1参照口

調査には，訓練された調査員を配し，調査途中再訪問を義務付けるなど，完成度の高い調査結

果を得るため努力した。今回の有効調査票回収数は， 448票 回収率53.1%であった。表2参照。

団地

No 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

1 0 

1 1 

1 2 

1 3 

合計

表2 対象地区別調査票配布・回収数

配布数
回収数(栗) 回収率(%)

I 剖i 11 部 I 部

78 4 2 3 2 53.8 

39 28 28 7 1.8 

57 4 9 3 9 86.0 

1 7 1 4 8 8 2.4 

4 7 34 3 2 12.3 

5 9 3 3 2 6 5 5.9 

9 5 14 5 6 17.9 

200 140 82 10.0 

6 2 32 30 5 1.6 

4 3 34 2 6 19.1 

5 0 3 5 2 5 70.0 

4 9 4 7 34 95.9 

47 4 0 3 0 85.1 

843 602 448 7 1. 4 

※ I部のみ回答者 154票

※年収不明 40票

II 部

4 1.0 

7 1.8 

6 8.4 

47.1 

68.1 

44.1 

58.9 

4 1.0 

48.4 

60.5 

50.0 

69.4 

63.8 

53.1 

既報1)2)用調査に加え，今回使用する情報を準備した。持家の住居費当量Yには，既報1)で計

測した数値をあてる O 今回の分析では， Yの補助変数として所得要因，世帯要肉，住宅要因の組

み合わせの中から，決定係数の高いものをえらんだ。「所得要因」として，年収 (XI)，全収入 (X'1)， 

実収入 (X"I)等が I世帯要因」として，世帯主年齢 (X2)，年間就労週数 (X3)，家族人数 (X4)， 

貯金額 (X5)，借金額 (X6)が，さらに「住宅要因」として，住宅の広さ (X7)，敷地の広さ (Xs)， 

住宅の古さ (xg)，土地・住宅の評価額 (XIO) を準備した。

また，家計費支出の各変数として I消費支出」の食料費 (z1) ，地代・家賃 (Z2)，設備・修

繕費 (Z3)，家具・家事用品 (Z4)，水道料 (Z5)，光熱費 (Z6)，被服・履き物費 (Z7)，保健・医

療費 (Zs)，交通・通信費 (zg)，教育費 (ZIO)，教養・娯楽費 (z11) ，他の消費支出 (ZI2)，I非

消費支tf:lリの租税・社会保険料 (Z13)，生命保険掛け金 (Zl1)， I実支出以外の支出」の土地・家

屋借金の返済 (ZI5)，その他の借入金の返済 (Z16) ，有価証券・財産の購入 (Z17)を考えた。

各費目の支出額平均値，および所得階層別支出額平均値を表3に示す。また表3，4 1)ユ)，27)に

比較のため，今回の調査と同時期の総務庁家計調査結果を示した。
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表3 家計の支出状況

{単位百円)

所
食 提 * 光

Ib 

教

勉亀害重l料 道 勲 育

'費 言 料 費 費
得

Z 1 Z 2 Z 3 Z 4 Z 5 Z 6 Z 7 Z 8 Z 9 ZlO Zl1 Z12 Z13 Z14 Z15 Z16 Z171 

1 1 a氾万円未満 BOO 01 1∞ 117 67 1 133 百3 50 1 :ID '2b7 183 強3 167 167 。。01 
2 1 2Xl-4(沿万円 747 141 29 54 49 1 131 日3 741 143 % 1 133 4'2b 347 214 971 ~ 143 

3 1 4∞-fiXJ万円 813 181 45 lヌ3 521 152 149 751 162 161 150 416 446 あ4 94B Z71 z7 

4 氏X)-皮沿万円 切4 171 39 150 51 138 2D fJ5 1 195 :Nl 197 443. ち3 274 432 % 1 421 

5 1 BOO ~1αXJ万円 1143 491 121 142 49 1 197 275 la 242 ヨ沼 aJ5 510 918 345 515 34 1 BB 

6 11【閥均12Xl万円 1017 131 II 150 491 159 'El 217 233 424 217 任沼 切7 2lJi 主沿 臼 ffi

7 11200 ~14(X)万円 使あ 01 91 あ4 ω 150 441 114 741 632 ま沼 4ω lあ4 4ω 432 45 邸

8 114∞ー1fOO万円 1681 。ω 281 63 33B lffil H1i まち 2ヨ6 2氾 788 fJ59 ヨ臼 31 011攻め
9 氏iOO~DXl万円 鹿沼 01 833 283 切 283 2:ID 2刃 到 01 383 lfi>7 7fi>7 1583 15∞ 417 O 

101axX>ョm万円 2333 01 33 217 回 l切 強3 l∞ 121)7 233 まヨ31433 筑間 1083 ヌ問 。O 
1-8階層の平均(1) 2h 犯

*事 .. 5事49S 933 2 ヲ1 145 51 1兜 244 90 212 1~ 473 ffill沼4 41 1 210 

1-10階層の平瑚2)942 21 臼 146 毘 160 259 91 219 2π a>1 490 '前 ヌxl ヲn 43la泡
勤労者平均 710 77 49 111 21 131 189 63 240 1∞ L28 742 ヲ75 156 32 97 

第5分位平均 3)I 839 '37 1匂 174 E lfi> ヌB 78 339 1ω 343 l2~ 1131 Z行 51 194 
注1)(l)と (3同裁判 5 %7~で有意差あり. a II %7N1'で有意差あ9.

表4 '82年の総務庁家計調査年報との比較

当対象 '在家調 第5分位 | 

世帯人員 人 4.11 3.00 3.9) 
有業人員 人 1.17 1.日 1.83 
世滞主年齢 才 47.6 42.5 48.2 
収入総額 pvn 912，8(刃 640，182 受~，%..・
実収入 PVft 595，卿 刃3，014618，391・"
年 収万円 783.02 4a.∞ 829.∞ 

"・ 1% 7./'<准で有意差あり。

表4によれば，今回の対象は般的勤労者に比べ，世帯主年齢が 5才高く，世帯人員が

0.3人多く，有業人員が0.4人少ない口また，所得は，収入総額で月約27万円，実収入で月約20万

円多い。総務庁の勤労者の持家率は，約63%である O 従って，今回の対象は 相対的に世帯主年

齢が高く，その分，収入も高くなっている。

総務庁の勤労者調査階層の五分位階層の中では，最高階層の第五分位階層に匹敵している O 当

階層との比較では，収入総額，実収入以外では，両者の数値に統計的有意差は見られない。

表3から，当対象，総務庁家計調査勤労者家計平均，同第五分位階層のエンゲル係数を計算し

た。それぞれ32.0%，26.7%，21.9%で，当対象が大幅に大きい。同じ所得階層ではあるが，当

対象の生活が，相対的に貧しいことがわかる O

各家計費支出について，第五分位階層との比較では“その他の消費支出"“非消費支出"千七地・
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住宅の借金の支払"に，統計的な有意差 (x2検定)が見られた。年収に有意差が無いこと，両

者の支出構造の差，などから，当対象が，“土地・住宅の借金の返済"や，“不動産税などの非消

費支出"の多さのため，“その他の消費支出"など，不急の財・サービスへの一支出が切り詰めら

れている家計層であると理解することができる D また，当対象は，教育費支出が比較的多い。

当小論で使用する他のデータの詳細については，既報1)2)を参照されたい。

2) YAと家計費支出との関係

i )補助変数の設定

ここでは， YA (住生活経営費の逐一計測値)が，各家計費支出からどのような影響を受けて

いるかを明らかにする O 従来の住居費研究では，借家家計を対象に，必需性の強い食料費との関

係が，家族規模要因を加える程度で，比較的直接対比検討されてきている O しかし，都市持家勤

労者層になると，多額の借金を抱えているとはいえ，家計の困窮度は緩和され，支出行動は，よ

り複雑になることが予想される口その消費行動は，“まず，必需財の確保"というパターンはと

らず，持家層としての社会的経済的状況に対応する支出をした後，日常生活のための対応が，な

されるものと考えられるO

筆者は，上記のことを考慮し，持家家計の「住居費」の支出行動の分析にあたり，当該家計の

「住居費」支出の大体の枠組を作ってしまっていると考えられる社会経済的要因創作1)を補助変

数としてモデル式の中に導入し，これらの「住居費J Yのちらばりへの影響を除去し I他の家

計費との関係」のみを別に抽出するよう務めた。

表5は，住生活経営費 YAの決定要因を抽出し，整理したものである(既報2) 表7-3参照)。

表5 住生活経営費 (VA)の決定要因の抽出 (n= 8 ;年収1600万円までの家計の場合)

N 

O 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

切 年 世- 帯 要 困 住 宅 要 因

R
2 

片 i収 世主年 就週 家人 貯金 借金 住広 敷広 住古 1創価

a b1 b2 b3 h4 b5 b6 b7 b8 b9 b10 

1.拙4 0.7&J 0.467 .. ..・
1.545 0.631 ー0.ffi4 O.E団... .・ . . 
1.314 0.~1 -o.ffi7 3.487 -1. ~7 O.fm .. . ... . 
2.2% 1.319 -4.7¥X) -1.芳T 5.<Xn O.釘9. ... .. .. 
一2.甘ヲ 0.:日 ーO.妨 5.545 2.~切 O.句1. .. 
0.122 u問 0.a3 0.733 . 
1012.%7 0.238 0.4百. 
明7.241 6.216 0.4あ... ... 
Z日l朝日 0.884 0.394 0.% 

注1 ) モデル式 l咽YA=a+ヱbilogXi 一………-一…….一………'一……….一………-一……….一一……-一一一-一一司一一……-一…-一….一……….一……….一……….一……….一……….一……….一……….一………-一……….一……….一……….一…….一….一……….一……….一…….一….一……….…….一….一……….一….一….一.一……….一……….一……….一……….一……….一……….一…….一….一……….一……….一…….一…"一……….一……….一一……-一一一一-一一…-一一-一一……-一…-一…-一……….一………-一……-一…‘一. ① 

YA=a+ 三玄乙 biX幻i.一…….一….一..一…….一….一..一…….一….一..…….一….一.一一….一.一…….一…….一'一.一一…-一一….一…….一…….一….一.一…….….一.……….一……….一…….一….一.一一一.一..一一….一….一…….一'一-一一….…-一.一…….一…….一….一.一一….一.一..……..….一..一…….一….一.一…….一..一…….一….一.②

ただし， Xi=社封E盈ヨ湖袖守慨変数、 i同=1-10 a丸， blはLノ号匂ラメ一タ一。

備考

① 

① 

① 

① 

① 

ClD 

② 

② 

(ぬ

注2幻)*キ* 19妙ρ陪世でOと有意差あり** 59妙~J<i曾駅て守∞'勺O と有怠差ありり.; * 109ω脱6ρ7jQ食でOと有憲差あり
注3幻)釦収入 (ωb'1 ) 
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年収，世帯要因，住宅要肉に含まれる 10個の社会経済的要因について検討した。 1~数個の説

明変数の組み合わせで，重回帰分析を行い，どの説明変数も，そのパラメーターが，有意となる

回帰式を No.1 ~ 8に整理した。以後の計測技術上の制約等を加味し， No. 6の計測結果を採り

f-.げることにした。しかし， No. 6では，世帯要因として，家族人数 (X1)，住宅要因として，

住宅の広さ (X7)が抽出されていて，その点，バランス上良好であるが，重要と思われる所得要

因が入っていなし凡そこで， YAと有意な関係にあった全収入 (x'1) を加え(既報2) 表4-1 

参照)，これらを，以降の関係分析のための補助変数とした。 No.9に， 3補助変数の回帰係数

を示したが，いずれも， 1 %水準で有意となり，全体の回帰式の決定係数は， 0.955となった。

ii )住生活経営費 YAと各家計費支出 zjとの関係分析

表6 住生活経営費 (YA) と家計費支出 (Zj) との関係 (n = 8 年収1600万円まで)

N 切
制御J:Jt .家計資支出内訳

R
2 
鏑

斤

食

i
寂家 illl 被保交 3 紋他 ~\ilj 他 i

|。
人広 質修暴 康医語援要誌 E 

* ー
b'1 1 b" 1 b7 o ICZI<3I01 1<51(6αalalc開CIIIClll <:131 CK{ Cl5¥ CI'! 01 .. ... ... 

112期 -o.IOC a割 a到 甥。.. ... -・.
拘皆z 12ca -0.窃 1.122 0.雪羽 -o.1.!O ... 

l也開312~ a聞 0.511) -0.白4 甥③.. ... ... 
4 1 1.宮古 -0.11ω a阻 a預 l創 明。

5 ( 3.115 aσ19 -o.sj a開 pl~ 区制 ③ ... .. 
61 L8刃 0.01 0.674 0.l5I 曳 l明③.. ... ... 
712.ま万 -o.lOZ L由 0..fl9 ~.lC 担③.. 
8 I 2.831 -0.明 a刃rO.国 ，01: 甥 ③ .. ... ... 
912ちt4-0.0:.8 LO'lO 0.415 ).a 再甥 ③ 

J) I 1.613 制a四 0.5N 0.314 ~g; l.9?'2 ③ .. .. .. . 
1112.凶 -0.閉 0.673 乱羽 ユ似 l如 ③ 

12 ( 2001 -0.佃 a倍 0.3aJ L伺 件矧 @ 
ーー . .. -・. -・..

J3 ( 1.83L -o.(b( 0.1t!5 0.0::0 LJ:I 併7。.. ... 
1( 1 2.(ロ ベlll( L到 0.(1) 寸，rJ1 匁2③ .. ... 
)51 1.616 --o.Iあ Lヨ4 0.0; ~lS 927 @ ... -・. ... 
y， ( 2.63 -o.ar L曳T0.2<< -o.a 甥③.. 
1112.明 -0.1731 L窃 2.2)1 1.01 甥③l

-・. ... ... 
18(2.栂 --0.107 LlfJ a到 -<!;(1JT.0.錨 ③ 

住1)・そテ%司 lrcYA'圃‘+l:bl1rcXl+:IcUrcZJ…………………一一一ー③
拭!t..Xl-刷咳:It.t・1-1Q， ZJ ~制慣却1 )=1-汀.， b (b' ). c I本，噌ラメーター、

注2} <<5 ，注2}と閉じ.

表6は，年収1600万円以下の家計の住生活経営費 YAと，家計費支出 zjとの関係を分析した

ものである。その結果，家賃・地代 (Z2)，家具・家事用品 (Z4)，水道料 (Z5)，その他の消費支

出 (ZI2)，土地・家屋の借金の返済 (ZI5)，有価証券等購入費 (z17)が YAと有意な関係にある

ことがわかった。このうち，その他の消費支出 (z12) ，有価証券購入費 (z17) ，以外は，住生活
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経営費の計測要素である O 符号は 22 (-)， 24 (+)， 25 (+)， 212 (-)， 215 (-)， 217 (-)で

ある O また，その他の消費支出 (2¥2) は，今回の調査では，特に少ない。また，土地・家屋の

借金の返済金は，特に多い。そのー・単位の追加で， YAを大きくする以上に，他の住居関連費へ

の支出意欲を削ぎ，結局 YA全体値を減少させているようである O 有価証券購入の(-)符号は，

一種の資産選択行動に伴う競合関係を示していると考えてよいであろう。今回，計測パラメーター

が，有意とはならなかったが，特に食料費の符号が(一)となっている点は，従来の谷重雄氏等

の検討に関連する結果として興味深い口

表7 住生活経営費 (VA)の決定要因の抽出 (n=10 ;年収3000万円に拡大した場合)

N 
切 年 世 帯 喪 図 住 宅 要 回

R
2 備

O 
片 ~Jl 佐担平 就週 家人 貯金 借金 住広 敷広 住古 ゴ甜面

考
a bl b2 b3 b4 b5 b6 b7 b8 b9 blO 

1 Z甥 O.町8 0.274 

•• 2 3.1'百 -0.214 1.J9J 0.513 .. • 3 l.roJ 1.473 a到 a到
-・ ... -・a・

4 Z必r0.193 -Q.必 1.拐 o.aJ 

••• ..t ... 
5 1.231 ー0.410 22砲 0.431 0.917 C 

•• •• • ••• 6 2.343 -Q.E 1.4?A 0.178 a初.. ... -・
7 2江B ー0.211 1.778 a沼1 0.7&4 . . .，. •• 8 1.初 -Q.3Ii l.gあ O.fjl 0.7，伯

• .. -・
9 3.8l> -1.制1 1.316 。ω 0.742 

•• ••• -・
10 2003 -0.211 1.7砲 。沼T a・制

•• •• • H 24]) 1.務 O.鮒 -Q.ff8 0.71斜

注1) 強 5 注1)同司l:，.ここで1捨てモテ'lt.伐Dこよる. 注2) 表 5 注2)同司じ.

次に，所得階層の違いによる住生活関連財への支出行動の違いを検討するため，年収3000万円

までを含め，上記と同じ分析をおこなった。表7，8は，その分析過程と，分析結果を示すもの

である O 補助変数の変更があるが，基本的な考え方は変わらない。結果から，地代・家賃 (22)， 

水道料 (Z5)が，住生活経営費と有意な関係を示している O 符号については，ほぼ，表6に準ず

るが，食料費 (2¥)，光熱費 (26)，生命保険掛け金 (Z¥4)が， (一)から(+)に変化し，教育

費 (ZlO)が， (十)から(-)に変化している O

このことから，必需性の強い費目については，所得が一定以下になると，住生活経営費支出を

減少させる働きをするものと考えられる O また，教育費の符号の変化については， 3000万円まで

を含んだ対象では，世帯主の年齢層の上昇と，それに伴う子供の年齢上昇・独立・家族人数の減

少が考えられ r住居費」の減少も納得できるように思われる O

以上所得階層の違いが，住生活経営費支出行動に変化をもたらしているということがわかった。
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表8 住生活経営費 (VA) と家計費支出 (Zj) との関係 (n =10 ;年収3000万円まで)

切
制御実数 司E 針 費 支 出 内 訳

N 
土議
要

食 段 家 後 保 実 歓 他 税 他
R
2 

O 片 • 修 暴 o. 医 語 集要張 重
a b10 b3 b4 ロ。G 日 6 句 。q 句 C10 C11 Cl1 C1~ IClt 1m α6 α7 

11 
... ... ... 

1.250 0.434 -0.410 ~Z78 0.947 ... 
2 I 1.3.沼 0.~7 -().甥 ~al '0.aJ4 0.948 ... ... ... . 112) 
3 ¥ 1.319 O.刃4-().却 ~331 ).01 0.9'ち... ... ... 
4 ¥ 1.153 0.448 -0.424 Z賞。 b.Ol O.盟主... ... .. 
5 ¥ 1.Zπ 0.410 ー0.417 ~Z33 b.例7 O.努T

-・・ -・・ -・・
6 ¥ 1.伺9 0.281 -0.200 1.928 b.制 o.c問... ... 
7 ¥ 1.1巴 o.征ね -0.424 Z到4 b.04b 0.9-19 ... ... -・・
8 I 1.182 o.征ね -().416 Z到5 b.匹。 o.妬3... 
9 ¥ 1.323 0.438 -0.す7 ~m 4).窃 0.954 ... -・・ ... 
10 I 1.467 0.349 -0.望日 ~134 I.<B> O.~ 

-・・ ... .. 
11 I 1.228 0.438 -0.416 ~311 4).01 o.問7

-・・ ... ... 
12 ¥ 1.241 0.42> -0.412 ~ZT3 b.α9 0.948 ... ... 
日 1.325 0.470 -0.制 ~1'旬 。.窃 0.9.刃... ... ... 

--b.m 14 I 1.234 0.444 -0.403 2258 0.948 ... ... 
15¥ 1.242 O.Q -0.417 2311 b.0l3 0.947 ... -・・ ... 
16¥ 1.135 0.453 -0.381 ~2J4 h筋 o.安刃... ... ... 
17 I 1.613 O.~ 圃o.m 2018 寸踊... ... ... 
181 1.n2 0.433 -o.1J11 Zまあ 011' O.慌7
注1).6 注1)と同じ. 住2)表 5 注2)と閉じ.

3 )居住効用シミュレーションによる住居費当量YB，(YC)と家計費支出との関係

i )補助変数の設定

既報2) 表8-1，9-1を参考に，住生活経営費の補助変数を設定した。 YBの対数モデルで，

No.lO式， YCの対数モデルで， No. 7式の決定係数が最大である o YB式では，年収 (Xj)，敷地

の広さ (X8)が， YC式では，年収 (Xl)，世帯主年齢 (X2)，借金額 (X6)がそれぞれ，有意な

説明変数になっていた。そこで YBでは，年収と敷地の広さを，そのまま補助変数とした。また，

YCでは，世帯主年齢と借金額が，いずれも世帯要因変数として重複するので，ここでは，むし

ろNo.2式を核にして，世帯主年齢 (X2)，全収入 (X'l) を加え，敷地の広さ (X8) との 3変数

を補助変数とした。

ii )住居費当量 YB，(YC)と家計費支出との関係分析

表9は，年収と敷地の広さを補助変数とし， YBと，各家計費支出との回帰関係を検討した結

果である。これによると，各回帰係数のうち有意となるものは無かった。 YBと，各家計費支出

との単純相関係数では，食料費，家具・家事用品，光熱費，被服・履き物費，保健・医療費，交

通・通信費，教養・娯楽費，その他の消費支出，税金・社会保険掛け金，有価証券・財産購入費

のそれぞれが，有意となっていた。 2つの補助変数を導入した場合，関係の有意性は，全て吸収

されてしまう結果となった。
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表 9 シミュレート値 (VB) と家計費支出 (Zj)との関係 (n = 8 年収1600万円まで)

N ~) 
制御変数 家 ft 費 支 出 !勾 訳

年 敷 食 設 家 被 保 究 教 {血 視 他

R
2 

片
収 地 費 修 暴 服 医 書 第要禁 重

O 
a b1 b8 Cl 。句 回 6 白 口 句 句 CIO CII Cl2 C!3 口4口写 CI~ CI? .. . ... 

1 1.(悶 0.117 O.甥 0.955 .. .. 
2 1.1偲 0.121 O.ωl 川.0!I9 O. c昂

-・ .. 
3 1.(肪 0.119 O.安刃 -<T.(X)l O.筑... ... 
4 1.(63 0.116 0.$3 -0 !偲 O.妨... ... 
5 O.矧 O.臼1 0.W3 -<J l開 0.$3 ... -・・
6 1.117 0.114 O.ヲ6 〈l制 O.~昂

h 
... -・

1.(鴎 0.115 0.534 (T，023; 臥妨

-・ .. 4.悶8 O.邸 0.(99 O.窃 O.~ 

-・ ... d~ 9 1.飴3 乱偲4 O.受理 0.9ロ... ... 
m 1.aJ 0.114 O.~問 0.011 0.9:る... ... 
11 1.a8 0.112 O.目立 -<J 

r4Z2 O.劣7.. ... 
ロ 1.001 0.119 O.拐 -0.011 O.~ ... .. 
日 1.(湖 0.121 0.494 cr，胞 a野I.. 
14 I 1.佼お 0.117 O.胃刃 C αB 0.9.君... 
151 1.0相 0.111 O.覧3 0'，Q3J O.筋.. 
16 I 1.CJT3 0.113 O.:a 0'.ω 0.9.活. 
17 I 0.418 0.029 0.9沼 0'，024; 0，$4 . -・・ ~ 181 l.a; 0.115 o.:ro 0.9% 

注1) 表 6 注1)と同じ.注2)'袋 '5 注2)ど 同じ.'¥62:帰陣で、oとの有意差あり.

次に高所得層を含んだ対象で，同様の検討を行った。表10の検討から，補助変数は，決定係数

が最大となる所得 (Xl)，住宅の広さ (X7)とした。この結果， YBと各家計費支出との関係では，

光熱費 (X6) と，被服・履き物費 (X7)が，有意であることがわかった口その符号は， (-)で

ある(表11参照)0 光熱費と被服・履き物費支出が，居住効用評価額をおし下げるということで

ある O 高所得層を含んだ検討で， YBでは YAの逆の結果が出た。この原因は，両当量の計測手

法の差にあるのではないかと思われる o YAは，厳密な逐一計算によるものであるが， YBは，

恒常的住居費相当額のシミュレーション(アンケート)値である。回答者は，社会経済的状況に

照らして，大局的回答を寄せていると判断される O そのため 社会経済的状況を反映する補助変

数を導入すれば，変数YBは，ほとんど説明されてしまい，家計費支出要因の入る余地が無くな

るためと思われる O また， YBの場合は，高所得層まで含めると，各家計費支出額が， YBの評

価意思決定に影響力を持ってくるようである口
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表10 シミュレート値 (YB)の決定要因の抽出 (n=10;年収3000万円までの家計の場合)

N ~J 年 1U: 郁 製図 住宅 嬰囚

r~2 備片 収 現::l#就週 家人 貯金 m金 。:広 敷広 住古 .:J:U摘
LO bl b2 b3 b4 b5 b6 b7 b8 1>9 bl0 

考
品 ... 

1 1.547 0.313 0.&ω 住1)
-1" . 

z 1-0.官l 2ZJ1 O.ヨヨ
' ... 

O.~l 0.<<>> O.~ -.. 
411.あl 0.851 0.627 ... 
5 1 0.5:J1 1.0(4 0:部... 
6 I 0.232 0.158 O.矧... ... 
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表11 シミュレート値 (YB) と家計費支出 (Zj) との関係 (n =10 ;年収3000万円まで)
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ただ，さらに大まかなシミュレーション値である YCも含めて，これらの計測値は，今凶のよ

うな厳密な消費行動の分析には，馴染まない変数であると言ってよいようである。 (YCについ

ては， n=8の所得層で，同様の検討をしたが，家計費のなかで，有意になったものはなかった。

表12参照。また， n =10の高所得層に拡大した場合，補助変数をこれまでと同じ方法で見つける

ことができず，今回の研究方法にうまく乗ってこなかった。)

表12 シミュレート値 (vC)と家計費支出 (Zj)との関係 (n = 8 年収1600万円まで)
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注1) 表 9 注1)と問ヒ.注2) 表 9 注2)と問ヒ.

3. まとめと考察

この研究では，持家家計の「住居費当量」の支出行動を明らかにするため住居費当量」の

計測，および「家計費支出の調査」を行った後，その分析に臨んだ。

「住居費」の支出行動は，消費者選考理論に基づき，所得の制約下で効用を最大化するよう決

定されることを前提としている O ここでは I住居費」と「各家計費支出」の関係を明らかにす
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ることがその中心課題である D

「住居費当量」は，既報1)で計測したものを用いた。「家計費支出の調査」結果は，本報で示

した。当対象家計は，大阪市近郊で， '60年代以降開発された良質住宅団地内にあり，住宅取得

のため多額の借金等を抱えている勤労者家計であるとはいえ，一般の都市勤労者と比較すると，

その所得水準は高く，ほぽ，総務庁家計調査の勤労者五分位階層中の第五分位(最上級所得層)

に相当するo 当対象の家計費支出の特性は，同年の，上記・同階層と比較して，“土地・住宅の

借金の支払"“非消費支出"が有意に多く，“その他の消費支出"が有意に少なかった。また，有

意ではないが，教育費も多かった。

勤労者が，都市で持家を取得し，現代的社会生活を営むためには，当該家計は，まず，借金を

返し，税金を支払った後，必需財(準必需財) ・サービスへの支出をし，その一方で，“その他

の消費支出"“教養・娯楽費"等，不急の支出を切り詰めざるを得ぬということであろう O

さて「住居費」支出を左右する要因は，ここで注目する「各家計費支出」の他にも，もっと直

接的な社会経済的諸要因が考えられる。今回の分析では，これを補助変数として導入し「住居費」

変数Yのちらばりへの影響を除去することに努めた。補助変数の抽出・設定には，既報2)の結果

を参考にした。

「住居費」と[""各家計費」との関係分析は， YA， YB (YC)の各計測値について検討された。

家計の住生活経営費YAの支出については，その消費行動は，大枠として全収入，家族人数，住

宅の広さ等に規定される一方で，所得が低く限定されてくると，特に「住居費」を構成する要素

となる費目・その他の消費支出・借金の支払・財産購入等の費目支出に有意に係わっていること

がわかった。また， YAとの関係が，有意にならない場合でも，所得の低下に伴い必需性の強い

食料費等のパラメーターの符号が， (+)から(-)に移行して[""住居費」支出と競合してくる

ことが観察された。この現象は，従来，谷重雄氏らによって指摘されていた[""低所得層におけ

る家賃支出と，食料費支出との競合関係」に相通じる面を含んでいるものと判断された。

次に，シミュレーションによる住居費当量YB(YC)で，同様の検討を試みた。この分析結果は，

YAのものとは違ったものになった。特に，所得を低く限定した場合， YB (YC)は，ほとんど補

助変数によって説明されてしまい，家計費費目で有意な説明変数になるものは無かった。これら

の現象は， YB (YC)が， 日々の家計消費行動を内包させるといった経常的シミュレーション値で

はなく，月単位・年単位の間接的恒常的シミュレーション値であることから，この種の詳細な分

析に蹴|染まないためであると考察された。

さて，これまで既報1)同2) 本報と進めてきた，持家家計の「住居費」に関する研究に，こ

こで一区切りつけ全体を振返ってみることにするO

持家という財，あるいは持家特有の居住効用が，家計に選好される場合，財あるいは効用を構

成する要素が大変多いため，これらが各家計の意思決定に総合的に影響する O 持家家計の「住居

費」支出の意思決定は，そういう意味で複雑で，それゆえ，分析にも困難さがつきまとう。論を

展開するにあたり 既報1)では “持家家計の住居費当量"を 借家家計の住居費と同質になる

よう概念設定し計測したが，耐用財の消費を短期の会計期に乗せるための理論的・技術的困難さ

に向き合った。また，既報2)では，“持家家計の住居費当量"支出決定要因の幅広さを再確認した。

また，当報では，所得の制約下で[""住居費」支出が，家計費支出と相互にどのような影響を及

ぼし合っているのか検討し，残存していると思われるわずかの関係を抽出することに腐心した。

既報1)2)および当報の一連の研究から得られた結論として，次の 5点が特記される D
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① 住居費当量YAは厳密な分析に耐えうる変数である O シミュレーション値 YB，YCは，

細かい日々の家計費支出までは 反映していない。(既報1)2)および当報)

② 持家の「住居費」支出は，その大枠を，当該持家家計の置かれている社会経済的要因(所

得要因，世帯要因，住宅要因等)によってきめられる o (既報2)) 

③②の中で，特に持家の「住居費」支出の，所得弾力性係数 (r; h) は，従来，借家家計で

は， すhく 1であったが，持家家計では以上になることが多い。持家家計の「住居費」

支出は，条件が整えば，選択財的支出行動になる o (既報2)) 

④ 社会経済的要因のうち，家族規模の弾力性係数(マ f) についても，従来借家家計では，

負値(-)であったが，持家家計では，正値(+)となるO そもそも，家族の拡大が，直接

住生活の量的質的充実につながる場合，家族規模弾力性係数は，正値となるが，持家家計で

は，空間的フレキシピリティーと，住空間を充実させる経済力を備えている場合が多いため，

この結果が生じたものと判断される o (既報2)) 

⑤ 現代の都市居住持家層の「住居費」支出と，各家計費支出との関係は，その他の消費支出，

および資産購入行動と競合する o また，持家階層でも，所得が低くなれば，食料費，光熱費，

生命保険掛け金等，この階層にとって必需性の高い家計費支出が i住居費」支出と競合す

る傾向を示す。(当報)

今回の調査は，大阪市周辺の限られた地区のものであったが，ここに示された結果は，わが国

の都市勤労者持家家計の，代表的な住生活経営費支出行動と見倣して，大きな誤りはないように

思われる O また，著者は，この一連の研究で 明らかにした結果と共に“持家の「住居費」の

計量的研究"の一手法，一筋道を検討したことにも当研究の意義を置きたいと考えている O
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す。

注

1 )権田保之助「東京に於ける少額俸給生活者のー模型 28)で，彼は，この論文の調査対象である少額俸給

生活者(教員)の社会生活費支出の多さについて 「教員生活に随伴する一種の義務的，否な強制的負

担であってしかもそれが各種の名目に依り，二重三重の負担が課せられた結果である O ・・・」と記し

ている O 筆者は，持家家計の「住居費」支出にも，この種の社会生活費に準ずる半ば強制的負担が内包

されているものと考え「住居費」の支出決定要因として社会的経済的変数を設定した。
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